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「弾道ミサイル落下時の行動に関するＱ＆Ａ」の更新等について 

 

 北朝鮮から発射された弾道ミサイルが日本に飛来する可能性がある場合には、政府は全国

瞬時警報システム（Ｊアラート）を使用し、緊急情報を伝達します。すなわち、弾道ミサイ

ルが日本に飛来する可能性がないと判断した場合は、Ｊアラートは使用しません。 

 このことにつき、本年５月１４日の事案など、北朝鮮から弾道ミサイルが発射された時に

Ｊアラートが使用されない理由について問合せが多く寄せられていることから、上記の旨を

同年４月２１日に公表した「弾道ミサイル落下時の行動に関するＱ＆Ａ」及び昨年１０月２

１日に公表した「北朝鮮から発射された弾道ミサイルが日本に飛来する可能性がある場合に

おける全国瞬時警報システム（Ｊアラート）による情報伝達に関するＱ＆Ａ」に追加しまし

たのでお知らせします。 

なお、「スマートフォンアプリ等による国民保護情報の配信サービスの活用について」が

貴職等から本年５月１１日に発出されたことを受けた更新も同日付けで行っています。 

つきましては、本件について、地方公共団体を通じて住民の理解が進むよう、地方公共団

体に対してご周知くださいますようよろしくお願いします。 
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